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１．福島再生可能エネルギー研究所における地中熱研究の
ポリシー

　福島再生可能エネルギー研究所・地中熱チームでは，研

究のポリシーとして「地域の地質環境・地下水環境と調和

した地中熱のシステム開発」を掲げています．

　地中熱利用システムは，太陽光や風力，地熱発電とは異

なり，発電する技術ではなくエネルギーを賢く使う省エネ

技術です．全体の消費電力量を削減することはもちろん，

エネルギーの最大需要量を削減することにより，ピーク

カットや発電設備の最大出力低減にも貢献できるものとさ

れています．この技術は，もともと世界オイルショックを

契機として 1980 年代から欧米諸国で広まった技術です．

技術的には新しいものではないものの，日本においては欧

米諸国と地質構造が大きく異なること，大都市における地

下水の汲み上げ規制などの理由により，その普及が停滞し

ています．そこで「地中熱ポテンシャル評価」と「地中熱

システムの最適化技術開発」を主要な研究テーマとして取

り組み，海外以上に効率の良い「地中熱利用システム」を

この福島県から広めていくことを目指しています．
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２．実施中の研究

２．１　地中熱のポテンシャル評価
　地中熱ポテンシャル評価とは，地域に賦存している地中

熱エネルギーの潜在能力を明らかにすることです．地中熱

ポテンシャルの指標としては，地質構造や熱伝導率，地下

水の流速などが挙げられます．

　安定大陸に位置する欧米諸国の地質構造は，主に岩盤で

ある場合が多いですが，日本における大都市の地形・地質

の多くは堆積平野や堆積盆地であり，欧米諸国と比べて第

四紀層が厚く堆積しています．第四紀層とは，約 260 万

年前から現代までにおける，人類の出現や氷河に覆われた

時代の地層を指します．地質は砂・礫・泥などで構成され

ており，軟弱地盤で地下水の流れが活発です．その熱伝導

率は，たとえば花崗岩の場合は 3.0 W/（m・K）程度ですが，

第四紀層の熱伝導率は 1.2 W/（m・K）程度で，岩盤に比

べて 4 割から 5 割程度の値となっており，熱伝導率から

見ると地中熱システムには不利な地質条件と言えます．と

ころが，第四紀層の透水係数は高く，優良な帯水層を形成

している場合が多いのです．地下水の流れが活発であれ

ば，熱の移流効果により有効熱伝導率（見かけの熱伝導率）

第 1 図　3 次元地下水流動・熱輸送開発モデル（左）と地中熱ポテンシャルマップ（右）．
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が高くなり，地中熱利用に適してきます．つまり，日本で

地中熱システムの普及を考える場合，地域の地下水流動を

考慮することにより，効率の良いシステム設計が可能にな

ると思われます．以上の点を踏まえ当研究チームでは，地

中熱利用を念頭に置いた地質データベースやポテンシャル

マップの研究・開発に取り組んでいます．

　現在，地中熱チームでは福島県，宮城県，青森県，山形

県，秋田県の代表的な平野や盆地において３次元地下水流

動・熱輸送解析モデルを構築し，地中熱ポテンシャル評価

を行っています（第 1 図）．

２．２　日本の地下環境を活かした「地中熱システム
の最適化技術」の研究
　先にも述べましたが，大陸地域の地質は第四紀層が薄く，

地下数 m で岩盤が分布する地域が多いため，地中熱利用

システムの設計については熱の伝導のみを考慮していま

す．一方，日本の都市域の地質は第四紀層が厚く，地下水

が活発に流れているため，地中熱利用に関するポテンシャ

ル評価や環境影響評価には，熱の伝導だけではなく，地下

水の流れによる熱の移流効果を考慮する必要があります．

地下の温度は，地表面温度と地殻熱流量だけではなく，

様々な要因によって変化します．実際の地下の温度分布は

地下水の流れによる熱移流の影響を強く受けており，その

分布には大きな偏りがあります．特に浅層部分の地下温度

分布は，その地域における流域規模の地下水流動の影響を

受けているだけではなく，揚水などの人為的な影響も受け

ており，複雑であることが予想されます．第2図に地下水

流動と地下温度構造の関係を示します．地下水の流れが存

在しない状態（第2図a）の温度分布は，熱伝導のみに支

配され一様な温度勾配をもちます（第2図b）．一方，地

下水流動が生ずる場合（第2図c）の温度分布は，地下水

の涵養域と流出域において地下温度分布に熱伝導のみで形

成された温度からのずれが生じます（第2図d）．地下水

流動の速度が速くなるほどその差異が大きくなり，地下水

の流れがないときの温度勾配一定に対して地下水涵養域で

は下に凸，流出域では上に凸の温度分布が現れ，同一深度

の地下温度は涵養域でより低温，流出域でより高温となり

ます．我が国は，地下水資源（温泉も含む）が豊富です．

この豊富な地下水を活用することにより，欧米とは異なる，

独自の地中熱利用システムの発展の可能性があります．そ

のためには，地域の地下水流動と地下の温度構造を把握・

理解するための研究が重要です．

地中熱ヒートポンプシステムには，地中から熱を取り出

すために流体（水／不凍液）を循環させる方式と，揚水し

た地下水から熱を取り出す方式があり，それぞれクローズ

ドループ（第3図左），オープンループ（第3図右）と呼

ばれています．オープンループは，汲み上げた地下水の熱

を直接利用するため，熱交換のエネルギー損失がクローズ

ドループより少なくシステムとしては効率的ですが，地下

水を汲み上げて熱を交換するため，地下水の揚水規制があ

る地域では，現時点では導入が難しいとされています．オー

プンループについては，今後，汲み上げた地下水をほぼ完

全に地下へ還元できるシステム開発や，自然に湧き出てい

る湧水の利用などが期待されています．

　当研究チームでは，様々な地下水・地質特性に最適化さ

れた地中熱利用システムの研究を地元大学や企業と共同で

実施しています．

２．３　被災地企業との共同研究
　福島再生可能エネルギー研究所のミッションの一つとし

第 2 図　地下水流動と地下温度構造の関係（Domenico and Palciauskas,  1973）.
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て，産業集積と復興への貢献を掲げています．その中で，

平成 25 年度「被災地企業の技術シーズ評価プログラム」

と平成 26 年度「被災地企業のシーズ支援プログラム」は，

東日本大震災の被災 3 県（福島，宮城，岩手）に所在す

る企業が開発した再生可能エネルギーに関連したシーズに

対する技術支援を産総研が経費を負担して実施し，その成

果の当該企業への移転を通じて，地域における新産業の創

出を支援する事業です．地中熱チームでは，本プログラム

の一環として平成 25 年度より「地下水移流効果を有効利

用した高効率地中熱交換器の評価，ジオシステム株式会社

（岩手県）」と，「自噴井を利用したクローズドループ地中

熱ヒートポンプ冷暖房システムの性能評価，日本地下水開

発株式会社（福島県）」を実施しています．企業が有する

地中熱に関する技術と，地中熱チームが実施している地質・

地下水情報に基づく地中熱研究をカップリングさせること

により，これらの技術の早期実用化と普及促進を目指して

います．

　地中熱システムの導入には熱交換井の掘削を伴うため

初期導入コストが高く，地中熱利用システム普及の阻害

要因の一つとなっています．「地下水移流効果を有効利用

した高効率地中熱交換器」（第 4 図）の技術は，地下水流

動を積極的に取り入れることができる構造を有する熱交

換器であり，新たな電力を導入することなく，熱交換効

率の向上が期待されています．地下水の流動が期待され

る地域において本技術を利用することで，地中熱利用シ

ステムの導入コストの低減が可能となり，地中熱利用普

及へのブレークスルーにつながると考えられます．地中

熱チームでは，本システムの解析モデルを研究開発して

おり，新しい効率的な熱交換器の早期実用化に繋げたい

と考えています．

　同様に，「自噴する井戸を利用した新熱交換方式」（第

5 図）では，地下水が豊富で，かつその流動性が高い地

域において，地下水の自噴を積極的に取り入れることが

できる構造を有することにより特別な動力を使用せずに，

熱交換能力を大きく向上することが可能となる技術です．

さらに，本システムは，災害時において飲用を含めた各

種水源として利用することも可能です．地中熱チームで

は，水文地質資料，および現地地下水調査に基づいて，

会津地域における本システムの導入適地マップを作成し

ており，本システムの普及促進を目指しています．

２．４　被災地での人材育成事業
　産総研では平成 26 年 4 月 1 日より，自立的に年間を通

して産総研の研究開発プロジェクトの業務に従事できる，

優れた研究開発能力を持つ大学院生を雇用する新たな制度

「産総研リサーチアシスタント（RA）制度」を開始しました．

福島再生可能エネルギー研究所においては，本制度などを

活用して，被災地の復興・再生を担うことが期待されてい

る再生可能エネルギー産業で活躍できる人材の育成をミッ

ションの一つとして掲げています．

　地中熱チームでは，本年度より福島大学共生システム理

工学類と共同研究「会津盆地における第四紀地質構造解析

および水理構造解析」を開始しました．この共同研究では，

福島県を対象とした地中熱ポテンシャル評価解析業務の一

環として，福島県・会津地域における地質構造解析および

地下温度構造等の水理地質構造解析を実施し，地中熱ポテ

ンシャル評価の基盤データを構築することを目的としてい

ます．その波及効果として，地元の水文地質情報に詳しい

福島大学と地中熱ポテンシャル評価の全国展開を目指す地

中熱チームがタッグを組むことにより，福島県内の地中熱

システム普及が加速されることや，地中熱研究の基礎から

第 3 図　地中熱利用ヒートポンプシステムの種類．

第 4 図　地下水移流効果を有効利用した高効率地中熱交換器の概要．
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実用までを包含する高度人材の輩出が期待されています．

　また，6 月より地中熱チームでは福島大学から修士課程

の学生 1 名をリサーチアシスタントとして雇用し，現在，

会津地域における水文調査や地下温度構造解析などを担当

してもらっています．

３．研究実施体制

　地中熱チームには，常勤研究員 4 名，契約職員 2 名（う

ち 1 名は RA）が所属しておりますが，研究テーマ数や内

容が多岐にわたるため，地圏資源環境研究部門や地質情報

研究部門との連携を進めています．特に，福島大学との共

同研究テーマである「会津盆地における第四紀地質構造解

析および水理構造解析」では，地質構造解析や物理探査の

研究者に加えて，首都大学の先生にも参加して頂いており

ます．

　また，地中熱研究のアジア展開を目指して，CCOP 地下

水プロジェクトの一環として，タイ・チュラロンコン大学

とインドネシア・バンドン工科大学，秋田大学との共同研

究を H25 年度より開始しています．CCOP のメンバー国

では，今後，大きな経済発展が見込まれており，それに伴

う消費電力の激増が予測されています．そのような中で，

省エネルギー効果の高い地中熱システムが，これらの国々

の中で徐々に注目を集め始めています．

４．今後の展望

　「地中熱」は他の再生可能エネルギー技術とは大きく異

なり，電気を生み出すことはできません．しかし，その高

い省エネ効果により，全体の消費電力量を削減することは

もちろん，エネルギーの最大需要量を削減することが可能

です．したがって，地熱発電や太陽光，風力発電等の自然

エネルギーの発電技術と，地中熱システムのような省エネ

技術を併用することにより，再生可能エネルギーのベスト

ミックスが実現可能となります．

　地中熱チームの中期計画では，福島県を中心とした東

北地域における「地中熱のポテンシャル評価」と「地中

熱システムの最適化技術」の研究開発を実施します．

長 期計 画 では， これ ら の技 術 開発 を日 本 全国へ展開

す ると 共 に， 他 の再 生 可能 エ ネル ギー と の連携を目

指 し， 日 本 の再 生可 能 エネ ル ギー のビ ジ ョンを支え

て い き た い と 考 え て い ま す． ま た， 大 学 や 企 業 と の

共同研究を通じて，再生可能エネルギー関連新産業の創

出に努めていきます．
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第 5 図　自噴する井戸を利用した新熱交換方式の概要．
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